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官庁営繕の生産性向上の取組

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課施設評価室長 平　田　哲　人

１.はじめに

わが国は、現在、人口減少社会を迎え
ているが、潜在的な成長力を高めるとと
もに、新たな需要を掘り起こしていくた
め、働き手の減少を上回る生産性の向上
等が求められている。また、産業の中長
期的な担い手の確保・育成等に向けて、
働き方改革を進めることも重要であり、
この点からも生産性の向上が求められて
いる。
「未来投資戦略 2018」（平成 30年６月

15 日閣議決定）において、2025 年度ま
でに建設現場の生産性の２割向上を目指
すことが掲げられ、そのための具体的施
策として、2019 年度までに、建設プロ
セスに ICT の全面的な活用等を推進する
i-Construction について、建築分野に対
象を拡大することとされており、また、
「成長戦略実行計画・成長戦略フォロー
アップ・令和元年度革新的事業活動に関
する実行計画」（令和元年６月 21日閣議
決定）においても、i-Construction の貫
徹や BIM を国・地方公共団体が発注する
建築工事で率先して利用していくことが
盛り込まれている。

官庁営繕では、生産性向上について、

2018 年度から i-Construction を建築分
野にも拡大し、施工 BIM をはじめとした
様々な取組を実施している。2019 年度
においては、更なる生産性向上を図るた
め、新たに生産性向上技術の活用方針を
示したところである（図－１）。

本稿では、官庁営繕事業における生産
性向上技術の更なる活用拡大について紹
介する。

２.官庁営繕における BIM の
活用

官庁営繕では、BIM を活用する際の基
本的な考え方や留意事項を示した「官庁
営繕事業における BIM モデルの作成およ
び利用に関するガイドライン」（以下「BIM
ガイドライン」という。）を 2014 年３
月に策定・公表し、設計業務・工事の受
注者からの技術提案等により BIM 活用を
図ってきた。この際、設計段階において
は、主に各種シミュレーションやプレゼ
ンテーションのツールとして、施工段階
では主に納まりの確認、干渉チェックや
保守スペースの確認等の範囲で活用され
た。

３.BIM活用の拡大

2018 年８月には、i-Construction の
推進の一環として、BIM ガイドラインを
改定し、発注者指定での BIM の活用に対
応するとともに、施工段階での活用方法
について充実を図った。

具体的には、BIM ガイドラインの適用
対象に発注者指定の場合を明記するとと
もに、施工段階における技術的な検討例
として、従来からあった「干渉チェック」
に、「施工手順、施工計画等の検討」、「施
工図等の作成」、「デジタルモックアッ
プ」、「数量算出」、「各種技術資料等の作
成」を加え、また、BIM モデルの詳細度
の参照資料を追記することで、施工段階
において BIM を利用しやすい環境を整備
した。

また、BIM ガイドラインの改定に併せ、
「BIM適用事業における成果品作成の手引
き（案）」を新たに作成し、受発注者間
の認識違い・手戻り等がないよう、成果
品として作成する BIM モデル等を決定す
るに当たり受発注者間で協議すべき事項
や、成果品の基本的な構成を示したとこ
ろである。

2014 年の BIM ガイドライン作成後、

図－１　官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針
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2017 年度までの工事での活用は４年間
で６件であり、いずれも受注者提案によ
るものであったが、2018 年度における
工事での活用は、この１年間だけで９件
（発注者指定４件、受注者提案５件）と、
活用が促進されていることが数字に表れ
ている。また、設計での活用を含めた全
体の活用件数は 44件となっている。

2019 年度においては、発注者指定で
の施工 BIM の活用の対象を、従前の新営
工事から、改修工事にも拡大することに
加え、設計段階において、BIM を用いて
基本設計図書を作成および納品すること
について発注者指定で試行を実施するな
ど、新たな取組を展開することで、BIM
の活用の更なる拡大を図る。（図－２，３）

４.建築BIM推進会議

国土交通省では、官民が一体となって
BIM の活用を推進し、建築物の生産プロ
セスおよび維持管理における生産性向上
を図るため、「建築 BIM 推進会議」を
2019 年４月 23日に設置した。９月まで
に３回の会議を開催し、BIM を活用した
建築生産プロセスの将来像およびこれに
向けた工程表案をとりまとめたところで
ある。下半期は、BIMを活用した建築生産・
維持管理に係るワークフローの整備等の
課題を議論する部会を設置し、検討を進
めることとしている。2019 年度内に、
将来像・工程表のリーフレット案の策定
や BIM 標準ガイドライン（BIM ワークフ
ロー）案の策定を予定しているところで
ある。

５.営繕工事における生産性
向上技術の活用拡大

官庁営繕では BIM の活用拡大以外にも、
以下のような、生産性向上技術の活用を
図っている。
□情報共有システム（ASP）
情報共有システムは公共事業において、

情報通信技術を活用し、受発注者間など
異なる組織間で情報を交換・共有するこ
とによって業務効率化を実現するシステ
ムである。

情報共有システムを活用した工事関係
図書等の効率化に関して、2018 年度、
営繕工事に必要な情報共有システムの機
能要件について整理・公表しており、
2019 年度より、各地方整備局等毎に定
めた運用方法に基づき、全国で本格活用

図－２　改修工事での施工BIMの活用イメージ（空調改修工事） 図－３　BIMを用いた基本設計図書の作成、納品のイメージ

図－４　電子小黒板の活用
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することとしている。
また、2019 年７月には、導入検討に

あたっての参考となるよう、情報共有シ
ステム提供者における機能要件への対応
状況をとりまとめ、官庁営繕の HP で公
表したところである。
□電子小黒板（図－４）
工事写真を撮影する際に配置する、撮

影状況を書いた黒板を電子化するもので
あり、「黒板を持つ人が不要になり、一
人でも撮影ができる」、「写真整理の効率
化が図れる」などの効果が見込まれてい
る。

官庁営繕部では、2017 年に直轄営繕
工事でも電子小黒板が受注者提案で活用
可能となるよう、各地方整備局等に対し
て運用に関する通知「デジタル工事写真
の小黒板情報電子化について」（平成 29
年３月１日付け、国営整第 211 号）の発
出を行い、2018 年度に発注手続きを行っ
た新営工事３件において電子小黒板の活
用の試行を実施するとともに、各地方整
備局営繕部等で受注者、発注者双方が参
加するデジタル工事写真の小黒板情報電
子化に関する勉強会を開催した。2019
年度より、原則全ての営繕工事で本格活
用することとしている。

□生産性向上技術の更なる導入促進
発注時の総合評価落札方式において生

産性向上技術の提案を評価（入口評価）
する取組について、2018 年度までは技
術提案評価型Ｓ型の新営工事を対象とし
ていたが、2019 年度より改修工事にも
対象を拡大している。

完成時の工事成績評定による評価（出
口評価）については、2017 年 12 月に、
請負工事成績評定要領に基づき加点評価
を行うための運用の改定を行い、全ての
工事を対象に、生産性向上技術の採用に
対して、履行による効果が確認された場
合に評価することとしている。

さらに入札説明書等に評価の対象とな
る生産性向上技術について例示すること
で、受注者からの技術提案を誘導する取
組を行っている。
□ICT建築土工（図－５）
土木工事において活用されている ICT

土工の省力化施工技術を、建築工事にお
ける根切り・土工事に活用するものであ
る。2018 年度より、ICT 建設機械（３
次元マシンガイダンス技術（MG）または
３次元マシンコントロール技術（MC）を
用いたバックホウ）による施工を現場で
試行しており、2019 年度も継続し、省
人化効果の検証等をすることとしている。

この他、官庁営繕では、有識者および
設計・施工各業界団体の代表の方をメン
バーとした「官庁営繕事業における生産
性向上技術の導入に関する検討会」を設
置し、2018 ～ 2019 年度の２カ年で、
建築分野における生産性向上技術の情報
収集を行うとともに、官庁営繕事業への
導入に当たっての課題と解消方法を検
討・整理して、技術資料としてとりまと
める取組を実施しているところである。

６.おわりに

国土交通省では 2019 年を生産性革命
の「貫徹の年」とし、i-Construction を
含む取組内容の一層の高度化とさらなる
充実を図ることとしている。

官庁営繕としては、業界団体、各省庁、
地方公共団体とも連携し、引き続き、
BIM を始めとした生産性向上技術の推進
に取り組んでいく予定である。

図－５　ICT建築土工の試行


